
Ⅰ．事業評価総括表（令和４年度）

Ⅱ．事業評価個表（令和４年度）

補助事業に要し
た経費

3,382,399 3,200,0001

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

 デジタル防災行政無線維持
運営事業

鹿児島市

番号 備　考補助金充当額
補助事業者名又は間

接補助事業者名
補助事業の名称措置名

（単位：円）

措置名 補助事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

デジタル防災行政無線維持運営事業

番号

1

補助事業者名又は間接補助事業者名 鹿児島市

市民意識
アンケート

調査
45

評価年度 令和８年度

成果実績

目標値

補助事業の概要

　鹿児島市では、第六次総合計画に基づき、災害対策設備等の充実を進めており、災害時に
市民に対して防災や避難に関する情報伝達等を迅速・確実に行うために必要なデジタル防災
行政無線の維持運営経費のうち、同報系デジタル防災行政無線設備の地域コミュニティ基地
局等の回線使用料に補助金を充当しました。
・BIZ-FAX送信料　10ヶ月分
・監視カメラ用光回線・プロバイダ使用料　10ヶ月分
・自動電話応答機能及び地域コミュニティ基地局86局（有線エリア）の回線使用料　10ヶ月
分

令和４年度 事業終了（予定）年度 令和４年度事業開始年度

成果目標 成果指標

事業期間の設定理由

達成度

％

％

％

補助事業に関係する都
道府県又は市町村の主
要政策・施策とその目
標

第六次鹿児島市総合計画　前期基本計画（令和４年度～令和８年度）
　基本目標４　自分らしく健やかに暮らせる安全で安心なまち
　　基本施策５　命を守る危機管理・防災力の向上
　　　単位施策Ⅱ　市民との協働による防災対策の推進
　
目標：「災害に強いまちである」と感じる市民の割合
　　　現況３５．５％　→　４５．０％（令和８年度）

補助事業の成果目標及
び成果実績 評価年度の設定理由

第六次鹿児島市総合計画前期基本計画の評価年度であるため。

　防災行政無線を適切に維持運営することにより、災害発生時に、一斉に避難情報などの緊
急情報を伝達することができ、市民生活の安全性を確保することができました。今後も継続
して総合的な防災体制の充実に努めます。
　「「災害に強いまちである」と感じる市民の割合」については、令和8年度に改めて達成
度合いを測定予定です。

無

補助事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

「災害に強
いまちであ
る」と感じ
る市民の割

合
４５．０％

補助事業実施場所 鹿児島市一円



補助事業の担当課室

補助事業の評価課室

鹿児島市危機管理課

鹿児島市危機管理課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

デジタル防災行政無線維持
運営事業（プロバイダ使用
料）

随意契約（特命）
ＮＴＴ

コミュニケーションズ㈱
(愛媛県松山市)

58,300

3,200,000

3,200,000

2,500,000

2,500,000

3,200,000

3,200,000

2,912,162 3,381,521 3,382,399
平成30年度～令和4年度の
総事業費21,265,612円

100.0% 100.0%
防災行政無線の放送日数

366 365
366 365 365

令和２年度 令和３年度 令和４年度 備　考

達成度

活動指標
日
日
％

補助事業の契約の概要

補助事業の総事業費等

令和４年度令和３年度
補助事業の活動指標及
び活動実績

総事業費

補助金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和２年度単位
活動実績
活動見込

計 3,382,399

デジタル防災行政無線維持
運営事業（自動電話応答機
能等）

随意契約（特命）
西日本電信電話㈱

鹿児島支店
(鹿児島市)

2,961,150

デジタル防災行政無線維持
運営事業（光回線使用料）

随意契約（特命）
西日本電信電話㈱

鹿児島支店
(鹿児島市)

337,370

デジタル防災行政無線維持
運営事業（ＢＩＺ－ＦＡＸ
送信料）

随意契約（特命）
ＮＴＴ

コミュニケーションズ㈱
(愛媛県松山市)

25,579



Ⅰ．事業評価総括表（令和４年度）

Ⅱ．事業評価個表（令和４年度）

（単位：円）

番号 措置名 補助事業の名称
補助事業者名又は間

接補助事業者名
補助事業に要し

た経費
補助金充当額 備　考

番号 措置名 補助事業の名称

1 福祉対策措置 災害時避難行動力向上事業

1
福祉対策

措置
災害時避難行動力向上事業 鹿児島市 5,689,629 4,771,000

補助事業に関係する都
道府県又は市町村の主
要政策・施策とその目
標

第六次鹿児島市総合計画　前期基本計画（令和４年度～令和８年度）
　基本目標４　自分らしく健やかに暮らせる安全で安心なまち
　　基本施策５　命を守る危機管理・防災力の向上
　　　単位施策Ⅱ　市民との協働による防災対策の推進
　
目標：「災害に強いまちである」と感じる市民の割合
　　　現況３５．５％　→　４５．０％（令和８年度）

事業開始年度 令和４年度 事業終了（予定）年度 令和４年度

補助事業者名又は間接補助事業者名 鹿児島市
補助事業実施場所 鹿児島市一円

補助事業の概要

　災害時における市民の適切な避難行動の理解促進を図るため、日頃の備えや避難情報のポ
イントなどを掲載した防災リーフレットを作成し、市内全戸に配布するほか、防災ガイド
マップ（令和３年６月作成）を分かりやすく解説した周知動画、かごしまｉマップの更新を
行いました。
　また、大規模地震の発生時に、市民や観光客等が指定緊急避難場所まで安全に避難を行う
ため、平成４年度から平成１５年度にかけて避難路上に避難地案内標識を設置しているが、
経年劣化等により、文字の判読ができない、新設・廃止などこれまで見直しを行った指定緊
急避難場所（兼指定避難所）の情報が適切に反映されていない、災害種別毎の避難場所の開
設の可否や避難所の開設順等が記載されていない、板面や支柱部分に腐食が目立ち危険であ
るなどの状況がありました。このままの状態では、災害発生時に誤った情報の案内標識によ
り、市民が適切な避難行動をとれず危険にさらされることや、案内標識の転倒・強風による
板面の落下などの危険な事態等を避けるため、避難地案内標識の撤去を行いました。なお、
避難地案内標識撤去業務は、防災リーフレット配布業務、防災ガイドマップ周知動画更新業
務、かごしまiマップ更新業務と連動しており、これまで本標識で示していた指定緊急避難
場所（兼指定避難所）の周知については、災害種別毎の避難場所の開設の可否や開設順等を
含め、本補助金を活用した防災リーフレット、防災ガイドマップ周知動画、かごしまiマッ
プ等により行うこととしています。

事業期間の設定理由

補助事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

「災害に強
いまちであ
る」と感じ
る市民の割
合４５．
０％

市民意識
アンケート
調査

成果実績 ％

目標値 ％ 45

達成度 ％

評価年度の設定理由
第六次鹿児島市総合計画前期基本計画の評価年度であるため。

補助事業の定性的な成果及び評価等

　県により新たに指定された、稲荷川上流域、西牟田川、和田川、木之下川、貝底川の５河
川の洪水浸水想定区域を掲載した「防災リーフレット」を全戸配布したことにより、出水期
や台風に向けた市民の防災意識の啓発が進んだものと考えております。
　「「災害に強いまちである」と感じる市民の割合」については、令和8年度に改めて達成
度合いを測定予定です。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



補助事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和２年度 令和３年度

- 286,000
達成度 ％ - - 100.1%

令和４年度

防災リーフレット配布
世帯数

活動実績 戸 - - 287,739
活動見込 戸 -

補助事業の総事業費等 令和２年度 令和３年度 令和４年度 備　考

総事業費 - - 5,689,629

うち経済産業省分 - - 4,771,000

補助事業の契約の概要

補助金充当額 - - 4,771,000

うち文部科学省分 - -

防災ガイドマップ周知動画
更新業務

随意契約（特命） 株式会社ＫＣＲ（鹿児島市） 187,000

かごしまｉマップ更新業務 随意契約（特命） 株式会社パスコ鹿児島支店（鹿児島市） 599,500

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

防災リーフレット配布業務 随意契約（特命） 株式会社南日本リビング新聞社（鹿児島市） 3,165,129

補助事業の担当課室 鹿児島市危機管理課

補助事業の評価課室 鹿児島市危機管理課

避難地案内標識撤去業務 制限付き一般競争入札 株式会社ニシムラ（鹿児島市） 1,738,000

計 5,689,629



Ⅰ．事業評価総括表 （令和４年度）

Ⅱ．事業評価個表（令和４年度）

達成度 ％

（単位：円）

番号 措置名 補助金事業の名称
補助金事業者名又は
間接補助金事業者名

補助金事業に
要した経費

補助金充当額 備 考

番号 措置名 補助金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修又
は維持運営等措置

災害時食糧等物資備蓄事業（レトルト食品購入）

1
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

災害時食糧等物資備蓄事業（レ
トルト食品購入）

鹿児島市 3,745,440 1,739,000

補助金事業に関係する都道府県又は
市町村の主要政策・施策と目標

〇鹿児島市防災資機材等備蓄計画（平成31年4月一部改訂）
　　Ⅲ．　食糧・資機材・生活用品の備蓄（抜粋）
　　　「本備蓄計画では、被災後2日目からは協定締結企業等から調達が可能となることなどを前提として、避難想定
　　　者数（37,600人）の1日分の物資を備蓄することを目標とし、食糧（5品目）、資機材（27品目）、生活物資
　　　（30品目）を計画的に備蓄することとする。」

〇整備目標数（災害時食糧等物資備蓄事業にて整備する物資について抜粋）
【食糧】
・保存用米製食品（アルファ米等）　56,400食　　・保存用パン　56,400食　・粉ミルク（130ｇ）　376食
・ペットボトル水２L　75,200本　・非常用携行食品　37,600食

【生活物資】
・毛布　37,600枚　・大人用紙おむつ　545枚　・小児用紙おむつ　9,024枚　・哺乳瓶　376本
・非常用湯沸かし器　376個　・生理用品　19,430枚　・歯ブラシ　37,600本　・タオル　37,600枚

事業開始年度

補助金事業者名又は間接補助金事業者名 鹿児島市

補助金事業実施場所 鹿児島市全域

補助金事業の概要

　鹿児島市では鹿児島市地域防災計画において定める鹿児島市防災資機材等備蓄計画に基づき、大規模災害に備えた資
機材等を備蓄しており、当事業においては、平成24年度から令和2年度にかけて当該計画に定める備蓄物資のうち食糧5
品目及び生活物資8品目について備蓄を行いました。
　本年度においては、本年度で保存期限を迎える食糧5品目（アルファ米、保存用パン、ペットボトル水、栄養機能食
品、非常用粉ミルク）の更新及び補充を行い、このうちアルファ米の更新購入について、電源立地地域対策補助金を活
用し，より高機能な備蓄食品であるレトルト食品への置き換えを行いました。

　・レトルト食品　8,000食

令和4年度 事業終了（予定）年度 令和4年度

事業期間の設定理由

補助金事業の成果目標
及び成果実績

令和4年度

評価年度の設定理由

事業完了時点での備蓄計画数量目標量に対する充足度で評価

補助金事業の定性的な成果及び評価等

　本補助金の活用により、災害時備蓄食糧について、計画に定める必要数を確保し、防災体制の整備を進めることがで
きました。今後も災害対策を進め、地域住民の福祉の向上を図る取り組みを継続します。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

100

成果目標 成果指標 単位 評価年度

アルファ米とレトルト
食で計56,400食の備蓄
（備蓄率100％）

（備蓄済数量/備
蓄計画目標数
量）×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100



うち文部科学省分

うち経済産業省分

食 - 12,240 8,000

達成度 ％ - 100 100

補助金事業の総事業費等 令和2年度 令和3年度 令和4年度 備考

補助金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費 0 2,987,539 3,745,440
令和2年度～令和3年度の総事業費

6,732,979円

活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

災害時備蓄食糧の購入

活動実績 食 - 12,240 8,000

活動見込

契約金額

補助金充当額 0 2,987,539 1,739,000

補助金事業の評価課室 鹿児島市地域福祉課

レトルト食品購入 指名競争入札 日本乾溜工業株式会社鹿児島支店（鹿児島市） 3,745,440

補助金事業の担当課室 鹿児島市地域福祉課

0 2,987,539 1,739,000

補助金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方



Ⅰ．事業評価総括表（令和４年度）

Ⅱ．事業評価個表（令和４年度）

（単位：円）

番号 措置名 補助事業の名称
補助事業者名又は間

接補助事業者名
補助事業に要し

た経費
補助金充当額 備　考

番号 措置名 補助事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

防災資機材等備蓄事業

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

防災資機材等備蓄事業 鹿児島市 355,718 290,000

補助事業に関係する都
道府県又は市町村の主
要政策・施策とその目
標

第六次鹿児島市総合計画　前期基本計画（令和４年度～令和８年度）
　基本目標４　自分らしく健やかに暮らせる安全で安心なまち
　　基本施策５　命を守る危機管理・防災力の向上
　　　単位施策Ⅱ　市民との協働による防災対策の推進
　
目標：「災害に強いまちである」と感じる市民の割合
　　　現況３５．５％　→　４５．０％（令和８年度）

事業開始年度 令和４年度 事業終了（予定）年度 令和４年度

補助事業者名又は間接補助事業者名 鹿児島市
補助事業実施場所 鹿児島市山下町他９件

補助事業の概要

　大規模災害が発生した際の緊急物資の備蓄体制を整備するため、備蓄に関する行政、市
民、事業者各々の立場での考え方を整理するとともに、本市における備蓄の基本的な方向
性を示すことを目的に備蓄計画を策定し、発災直後に避難所で必要な資機材等を７８の小
学校区の拠点となる本庁・８支所（１０箇所）に分散して備蓄することにより、防災対策
の強化を図るもの。これらの経費のうち保存期間を経過する備蓄物資の入替物資購入費用
に補助金を充当しました。

入替物資：ウェットティッシュ、カセットボンベ（コンロ用・発電機用・点検用）、おし
りふき、哺乳瓶消毒液
※令和4年度末までに保存期間が到来する物資

事業期間の設定理由

補助事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

「災害に強
いまちであ
る」と感じ
る市民の割

合
４５．０％

市民意識
アンケート

調査

成果実績 ％

目標値 ％ 45

達成度 ％

評価年度の設定理由
第六次鹿児島市総合計画前期基本計画の評価年度であるため。

補助事業の定性的な成果及び評価等

　大規模災害が発生した際の緊急物資の備蓄計画に基づき、発災直後に避難所で必要な資
機材等を７８の小学校区の拠点となる本庁・８支所（１０箇所）に分散して備蓄している
が、今回保存期間を経過する備蓄物資の入替物資購入したことにより、防災対策の強化を
図ることができたものと考えております。
　「「災害に強いまちである」と感じる市民の割合」については、令和8年度に改めて達成
度合いを測定予定です。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



補助事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和２年度 令和３年度

- 1,646
達成度 ％ - - 100

令和４年度

当該年度における備蓄物
資（ウェットティッシュ
等）購入量

活動実績 個 - - 1,646
活動見込 個 -

補助事業の総事業費等 令和２年度 令和３年度 令和４年度 備　考

総事業費 - - 355,718

うち経済産業省分 - - 290,000

補助事業の契約の概要

補助金充当額 - - 290,000

うち文部科学省分 - -

資機材購入（カセットボンベ） 随意契約（特命） 有限会社宇治野紙商店（鹿児島市） 180,457

資機材購入（おしりふき） 随意契約（特命） 有限会社宇治野紙商店（鹿児島市） 39,765

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

資機材購入（ウェットティッシュ） 随意契約（特命） 有限会社宇治野紙商店（鹿児島市） 52,552

補助事業の担当課室 鹿児島市危機管理課

補助事業の評価課室 鹿児島市危機管理課

資機材購入（哺乳瓶消毒液） 随意契約（特命） 有限会社宇治野紙商店（鹿児島市） 82,944

計 355,718


